
小規模水道維持管理指導要綱 
 

61.８.29付け 61食第356号 

一部改正 62.４.１付け 61食第623号 

一部改正 ４.12.21付け ４食第451号 

一部改正 12.３.17付け 11食第660号 

一部改正 16.２.２付け 15食第516号 

一部改正 18.４.３付け 18水資第２号 

一部改正 20.３.６付け 19水第181号 

一部改正 21.３.27付け20水大第368号 

一部改正 25.３.28付け24水大第457号 

一部改正 26.３.31付け25水大第392号 

一部改正 29.３.24付け28水大第311号 

一部改正 ２.３.31付け元水大第442号 

一部改正 ３.３.16付け２水大第339号 

 

第１章 総則 

(目的） 

第１条 この要綱は、長野県内の小規模水道（市に所在するものを除く。）を適正に管理して、

清浄な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上に寄与することを目的とする。 

(用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次の各号に定めるところによる。 

（１）「小規模水道」とは、次の第２号から第５号までに掲げるものをいう。 

（２）「飲料水供給施設」とは、給水人口が50人以上100人以下であり、水道法（昭和32年法律

第177号。以下「法」という。）第３条第１項に規定するもの（以下「水道」という。）を

いう。 

（３）「簡易給水施設」とは、給水人口がおおむね20人以上49人以下である水道をいう。 

（４）「簡易専用水道」とは、法第３条第７項に規定するものをいう。 

（５）「準簡易専用水道」とは、法第３条第２項に規定する水道事業の用に供する水道、飲料

水供給施設又は簡易給水施設から供給を受ける水のみを水源とし、かつ、水の供給を受け

るための水槽を有するものであって前号に規定する簡易専用水道以外のものをいう。 

（６）「設置者等」とは、小規模水道を設置する者又は当該小規模水道を管理する責任を有す

る者をいう。 

（水質基準） 

第３条 小規模水道により供給される水は、水質基準に関する省令（平成15年厚生労働省令第1

01号。以下「省令」という。）に定めるところによるものとする。 

（施設基準） 

第４条 小規模水道は、原水の質及び量、地理的条件、当該小規模水道の形態等に応じた必要

な施設を有し、かつ、消毒施設を備えていなければならない。ただし、消毒設備については、

簡易専用水道及び準簡易専用水道にあって、給水栓において、消毒効果が確認される場合は、

この限りでない。 

２ 小規模水道の構造及び材質は、水圧、土圧、地震力その他の荷重に対して十分な耐力を有

し、かつ、水が汚染され、又は漏れるおそれがないものでなければならない。 

 

第２章 飲料水供給施設及び簡易給水施設 

（設置の届出） 

第５条 飲料水供給施設又は簡易給水施設の設置者は、給水を開始しようとするときは、あら

かじめ、給水栓において、第３条に定める項目及び消毒の残留効果について水質検査を行うと

ともに、次の各号に掲げる事項を記載した小規模水道設置届（様式第１号）に関係図面を添え



て当該施設の所在地を管轄する地域振興局長に提出しなければならない。 

（１）設置者の氏名、住所及び連絡先（法人にあっては、その名称、代表者の氏名、住所及

び連絡先並びに主たる事務所の所在地） 

（２）管理責任者の氏名、住所及び連絡先 

（３）水道名 

（４）設置主体 

（５）給水開始年月 

（６）給水人口及び世帯数 

（７）給水地区名 

（８）水源の種別及び取水地点 

（９）浄水方法 

（10）配水池の規模 

（11）水質検査の結果 

２ 前項の規定により届出を行った者は、同項第１号、第２号及び第７号から第９号までに掲

げる事項を変更しようとするとき、又は当該施設を廃止しようとするときは、小規模水道変

更（廃止）届（様式第１号）を当該施設の所在地を管轄する地域振興局長に提出しなければ

ならない。 

（水質検査） 

第６条 飲料水供給施設又は簡易給水施設の設置者等は、給水栓における水について、次の各

号に掲げる水質検査をそれぞれ当該各号に定めるところにより行わなければならない。 

（１）消毒の残留効果、色及び濁りに関する検査  ７日以内に１回以上 

（２）省令の表の上欄に掲げる事項に関する検査  ６か月以内に１回以上 

２ 前項第２号の検査のうち、省令の１の項、２の項、９の項、11の項、38の項及び46の項か

ら51の項までの項の上欄に掲げる事項以外の事項に関する検査の全部又は一部を行う必要が

ないことが明らかであると認められる場合は、年１回以上まで省略することができる。 

３ 第１項の水質検査を行ったときは、その状況を記録し、１年間保存しなければならない。 

（衛生上の措置） 

第７条 飲料水供給施設又は簡易給水施設の設置者等は、次の各号に掲げる衛生上の措置を講

じなければならない。 

（１）取水場、浄水場、配水池は、常に清潔にし、水の汚染防止を充分にすること。 

（２）前号の施設には、かぎを掛け、さくを設ける等みだりに人畜が施設に立ち入って水が

汚染されるのを防止するのに必要な措置を講ずること。 

（３）給水栓における水が、残留塩素を0.1mg/ℓ 以上保持するように塩素消毒をすること。 

 

  第３章 簡易専用水道及び準簡易専用水道 

（設置の届出） 

第８条 簡易専用水道又は準簡易専用水道の設置者は、給水を開始したときは、速やかに、次

の各号に掲げる事項を記載した小規模水道設置届（様式第２号）に関係図面を添えて当該施

設の所在地を管轄する地域振興局長に提出しなければならない。 

（１）設置者の氏名、住所及び連絡先（法人にあっては、その名称、代表者の氏名、住所及

び連絡先並びに主たる事務所の所在地） 

（２）建築物の名称、所在地、設置年月、主な用途及び構造 

（３）管理責任者の氏名、住所及び連絡先 

（４）貯水槽の設置場所、構造、材質、基数及び有効容量 

（５）供給を受ける水道名 

（６）塩素消毒設備の有無 

２ 前項の規定により届出を行った者は、同項各号に掲げる事項を変更したとき、又は当該施

設を廃止したときは、速やかに、小規模水道変更（廃止）届（様式第２号）を当該施設の所

在地を管轄する地域振興局長に提出しなければならない。 



 （準簡易専用水道の管理基準） 

第９条 準簡易専用水道の設置者等は、次の各号に掲げる基準に従い、当該施設の管理をしな

ければならない。 

（１）水槽の清掃を毎年１回以上、定期に行うこと。 

（２）有害物、汚染等によって水が汚染されるのを防止するために、水槽の点検等必要な措

置を講ずること。 

（３）給水栓における水の色、濁り、臭い、味その他の状態により供給する水に異常を認め

たときは、省令の表の上欄に掲げる事項のうち必要なものについて検査を行うこと。 

 （消毒効果の確認） 

第10条 簡易専用水道又は準簡易専用水道の設置者等は、給水栓において、７日以内に１回以

上消毒の残留効果に関する検査を行い、残留塩素が0.1mg/ℓ 以上あるか確認しなければなら

ない。 

２ 前項の検査を行ったときは、その状況を記録し、１年間保存しなければならない。 

 

  第４章 指導 

 （改善勧告等） 

第11条 地域振興局長は、小規模水道（簡易専用水道を除く。以下この章において同じ。）に

ついて衛生上若しくは保安上危害が起こり、又はそのおそれがあると認めるときは、設置者

等に対し施設の改善又は給水の停止を勧告することができる。 

 （報告の徴収及び立入調査） 

第12条 地域振興局長は、必要があると認めるときは、小規模水道の設置者等の協力を得て、

当該設置者等から必要な報告を求め、又は当該職員をして、当該水道に立ち入らせ、施設及

び帳簿書類を調査させることができる。 

 

  第５章 雑則 

 （図面の備付け） 

第13条 設置者等は、小規模水道の施設の配置及び系統を明らかにした図面を整備し保存して

おかなければならない。 

 （事故の報告） 

第14条 設置者等は、供給する水が人の健康を害する恐れがあると知った時は、直ちに給水を

停止し、利用者にその旨を周知するとともに、該当施設の所在地を所管する地域振興局長へ

連絡し指示を受けなければならない。 

 

 

   附 則  

 （施行期日） 

１ この要綱は、昭和61年11月１日から施行する。 

 （指導要領の廃止） 

２ 簡易専用水道指導要領及び受水槽以下給水施設の維持管理指導要領は、廃止する。 

 （経過措置） 

３ この要綱施行の際、現に給水を開始している小規模水道の設置者は、この要綱施行の日か

ら３月以内に、第５条第１項又は第８条第１項の規定による届出を小規模水道の所在地を直

轄する保健所長にしなければならない。 

 

   附 則 （平成４年12月21日４食第451号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成５年12月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成12年３月17日11食第660号） 



 （施行期日） 

この要綱は、平成12年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成16年２月２日15食第516号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成16年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 平成17年３月31日までの間は、第６条第２項中「45の項」とあるのは、「有機物等（過マ

ンガン酸カリウム消費量）」とする。 

 

   附 則 （平成18年４月３日18水資第２号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成18年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成20年３月６日19水第181号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成21年３月27日20水大第368号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

 

   附 則 （平成25年３月28日24水大第457号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成25年４月１日から施行する。 

 

 附 則 （平成26年３月31日25水大第392号） 

 （施行期日） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

 

附 則 （平成29年３月24日28水大第311号） 

（施行期日） 

この要綱は、平成29年４月１日から施行する。 

 

附 則 （令和２年３月31日元水大第442号） 

（施行期日） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

附 則 （令和３年３月16日２水大第339号） 

（施行期日） 

この要綱は、令和３年３月16日から施行する。 

 

水質基準に関する省令 

（1,一般細菌、2,大腸菌、9,亜硝酸態窒素、11,硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素、 

38,塩化物イオン、46,有機物（全有機炭素（TOC）の量）、47,ｐＨ値、48,味、 

49,臭気、50,色度、51,濁度） 

 

 


